
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

携帯電話問題 

 

 

みなさん，我々ＫＣＣＮが携帯電話の２年縛りの解約料条項を不当条項（消費者契約法９

条１号，１０条で無効との主張）として大手キャリアに対し差止請求し，ＫＣＣＮとは別に

弁護団が個別被害者の依頼を受けて，大手キャリアに対し返金請求した事件を覚えています

か？ 

  

ＮＴＴドコモの「ひとりでも割」「ファミ割」やａｕの「誰でも割」では，２年の定期契約

として基本使用料金を通常より半額とするとし，その間に同契約を解約する場合は９９７５

円の解約金を徴収していました。この問題は，割引システムと称して，基本料金を半額にす

るかわりに２年間拘束をし，中途解約する場合に９９７５円の違約金を支払うという違約金

約束をさせるものです。ナンバーポータビリティ制度（MNP）で他社へ変更する際に障害と

なっており，消費者が自由に携帯電話会社を選択する自由・利益を不当に害する条項となっ

ています。特に２年以降の解約時の違約金は，極めて不当な拘束であると考えられました。

これについて，ＫＣＣＮは，２０１０年６月両社に対する差止訴訟を京都地裁に提起しまし

た。ソフトバンクについても２０１１年１月差止訴訟を提起しました。 

  

ＫＤＤＩ相手の訴訟の１審では，この条項の使用差止が認められるという画期的判決を獲

得しました（京都地判平成２４年７月１９日判例時報２１５８号９５頁 ・金融・商事判例１

４０２号５５頁）。しかし，他の訴訟及びＫＤＤＩの上訴審では差止請求は退けられ，最終的

に最高裁はＫＣＣＮの上告受理申立を不受理とし，ＫＣＣＮの差止請求は結論的には認めら

れませんでした。これらの条項の不当性は明らかでしたが，大手キャリアの条項を不当と判

断することに裁判所がびびって躊躇しているという感でした。 
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これらの条項の不当性は明らかで，総務省の研究会や公正取引委員会はたびたびこの２年縛

りの拘束につき，不当であることを指摘してきましたが，大手キャリアは解約期間を延長す

るなどの小手先の改善にとどまり，抜本的にこの縛りをなくすという改善はしてきませんで

した。 

 この大手キャリアの後ろ向きな姿勢に対し，総務省は，「２年縛り」「4 年縛り」と呼ばれる

拘束期間を設けた料金プランを念頭に，利用者の解約を不当に妨げる契約を禁じる法改正を

することとし，２０１９年３月５日，同法案を国会へ提出しました。 

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO42021680U9A300C1MM0000/ 

 

我々が主張してきた上記縛りの不当性がやっと公に認められ，消費者の利益が図られるこ

とになりました。本来は裁判所がこの明らかな不当性を指摘し，差し止めるべきでしたが，

数年経ってやっと時代が我々の感覚に追いついてきたというところでしょうか。 

 ＫＣＣＮでは今後も時代の最先端の感覚で，消費者の権利，利益を害する事業者の活動に

ついて，鋭く指摘し，対象となるものについては差止請求していきます。みなさんのご支援，

ご協力を引き続きお願いします。 

 

                             (２０１９年３月) 
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